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図 6・1

状況認識を成立させる．また，

環境変化を情報として受けるば

かりでなく，そうした環境変化

や直接的に火災に関する情報を

人から知らされることで状況認

識を成立させる場合もある．情

報そのものが不足していたり，

曖昧であったり，あるいは個人

の側に情報処理能力が不足しているときには，環境変化が正しく認識されない危険性もあ

る．個人が火災の発生を認識できた状態を「火災覚知」という．火災防災の観点からは，火

災発生から覚知までの時間をいかに短縮できるかが重要な課題となる．睡眠，飲酒，病気な

どによる意識水準の低下あるいは注意の低下は覚知を遅らせる要因として影響する．さら

に，「まさか火災など起こるはずがない」と思い込み，環境からの火災情報を否定する「正

常化の偏見」（「正常性バイアス」に同じ）も覚知を遅らせる要因となる．

，あるいは脅威から逃れられると判断される行動を選択する．これまで

述べた認識過程は火災時だけでなく，平常時にも同じように機能している．言い換えると，

平常時も火災時も人間の心理や行動に本質的な変化がある訳ではない．火災時と平常時とを

分けるものは，火災によって生み出された環境変化そのものが持つ環境的な制約であり，し

かも環境が時々刻々その姿を変える不安定性に起因している．

状況認識の成立と対応行動の選択は，進展する火災に対して，次に環境側のチェックを受

ける．すなわち，個人が選択した対応行動はそれを取り巻く環境的制約の中で許容されては

じめて実行可能になる．また，火災は時々刻々その姿を変えるため，ある時点で適応的な対

応行動でも，時間的推移によって適切でなくなる危険性が存在する．

ただし，消防行政における火災覚知時刻とはいわゆる

消防機関が火災を知った時刻であり，一般に通報を受けた時刻をさす．初期消火や火源から

の避難を考えるうえでは，火災覚知時刻が大変重要な意味を持つ．火災発生から火災覚知ま

での時間を短縮できれば，初期消火活動によって火災を鎮火できる可能性も高まるととも

に，たとえ初期消火が不調に終わっても，余裕を持って避難行動に移ることが可能になる．

逆に，火災発生から覚知までに手間どると，燃焼規模も大きくなり消火しにくくなるだけで

なく，避難のための持ち時間も短かくなる．つまり，火災発生後から覚知に至るまでの無覚

知行動の時間の長さが初期消火や避難といった有効な火災対応行動を阻害し，生命や財産に

対する火災の危険性を増加させる．

単に火災だけの特殊な問題ではなく，災害一般

にもあてはまる．無覚知行動が生まれる背景として，どのような地域にはどのような危険が

存在し，火災が発生するとどのような経過をへて，どのように終息していくかについてに多

くの人が十分な知識を欠いていることが指摘できる．高速交通体系が整備され，人々の行動

半径は拡大し，よく知らない場所にも気軽に出掛けるようになった．十分な知識を持たずに

災害に機遇した人は，正しい状況認識を成立させにくく，その結果として無覚知行動をしが

ちである．また，無覚知行動はその人自身の危険性を増大させるだけでなく，局所災害の場

合には人々を災害から守る立場の防災担当者にとっても大きな課題をなげかけている．局所

的に発生する可能性の高い土石流や雪崩といった土砂災害などでは，消防や警察といった災

害対応機関が災害発生を覚知するまでに長い時間を要する場合がかなりある．災害発生後の

災害覚知が遅れれば遅れるほど，救助隊の編成や出動が遅れ，被災者の生存確率が低下して

いく．

．すなわち，自分が危機的な状況にいることは知りな

がら，うつ手を持てない無力感が心理パニックの特徴である．心理パニックの研究は主とし

て臨床心理学の分野でなされている．例えば，喘息発作が起きたときに人はパニック反応を

示すと説明されるが，それは自分の意志では制御できない発作に対する心理的行動的な反応

をさしている．

他者への情

報伝達が遅れてしまったり，避難すべきタイミングを失する場合も数多く報告されている．

状況認識と行動のタイミングのずれは，正しい状況認識ができていない点では無覚知行動と

同じだが，心理的には全く異なった状況にある．無覚知行動の場合には，危険そのものの存

在が認識されていないのに対して，行動のタイミングがずれる場合には，うまくいくと思っ

てやったことが予想外の結果に終わり，次にどういう手を打つべきかがわからなくなるとい

う心理パニックに近い状態が成立する．

可能性は高まり，災害の危険性を低減できる．そのためには，疑似的な

体験を提供してくれる防災訓練が有効となる．特に，様々な状況設定のシナリオに基づいた

訓練を実施することで，単なる知識としてだけでなく，行動選択肢の多様化を進めることが

可能になる．

高層建築物では階

段の通行容量が限られているために全館避難を行うと，長時間待つことが予想できるが，待

機時の安全を確保しつつ，危険が及ぶ可能性の高い階を優先し，また混雑を緩和させるため

に順次避難方法を採用することが推奨される．企業が採用しているフレックスタイム制度

は，朝の混雑解消のために人々の行動を時間的に分散させた例である．そのほか，行動の空

間的分散や選択される行動そのものの多様化が考慮されるべきである．さらに，一見矛盾す

るようにも思えるが，行動の集約化も存在する．例えば，カリフォルニア州で実施している

カープール制度のように，乗用車 1台当りの利用効率をあげ全体の車両台数を減少させよう

とする試みもある．

（林　春男・水野　雅之）
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表 6・1

実際の火災において，避難上支障があったものを表 6・1に示す．これは，発見時の火災状

気付いてからの行動を調査した結果2），次のことがわかった．なお，行動軌跡を図 6・2に示

群集密度，心理的影響と

いう人的要因と，煙流動現象や

停電による経路の視認性などに

より左右される．

について検討することが一般的

であるが，火災室と火災階につ

いての計算方法は，「新・建築

防災計画指針」（（財）日本建築センター発行）にその詳細が示されており，実際の設計にお

いて避難安全性の検討が行われている．また，階避難や全館避難の安全性を検証する方法が

建設省（現在の国土交通省）告示に整理されている．

図 6・2

集

こうした滞留現象は避難経路の通行可能容

量に対してそこを通ろうとする群集流の流動量がそれを上回まわることで生じる．すなわ

ち，出口等の幅がネックとなったり，人々が合流したりする場合である．これにより個々の

移動が遅くなり，密度が高まる現象が生じる．特に，火災時のような心理的影響がある条件

下において，滞留現象が生ずると，足元を視認しづらくなることによるつまづきが転倒を引

き起こしたり，後方の人が押す力によってけがをするなど様々な障害を引き起こす．

表 6・2

（成瀬　友宏・水野　雅之）
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建物火災時には，出火階で多くの人がほぼ同じ頃に避難することを迫られることで出口に

集中したり，非火災階でも非常放送による避難指示が出されると多くの人が限られた垂直動

線である階段に集中することが考えられる．また市街地での広域火災時には，一時期に大量

の避難が開始されることがある．そのため，特定の街路に避難者が集中し，自由歩行が困難

となる場合や，橋詰などの隘路では大量の避難者が集中することもある．そこで，ここで

は，群集密度の実際と群集流動の速度等について示す．

分

6・3

表 6・3　各種属性や状況下での歩行速度

6・4のようになる．

図 6・3は，実測値による歩行速度と密度の関連を示している．歩行速度には上限値と下限

6・3から読み取れる．さらに，群集の

移動速度と群集の密度との間には密接

な関連があることも図 6・3から理解で

きる．ただし，グラフ中に描かれてい

る実線では上に凸の曲線の関係が示さ

れているが，これは群集密度が 6人/

m2 を少し超えた条件での歩行速度と

の関係に大きく影響を受けたためと考

えられる．群集密度が 6人/m2に及ぶ

条件では移動が制限された状況となっ

ているため，過去の調査データは一般

に 4～ 5人/m2までを対象に整理され

ていることが多い．

群集の移動速度が下がるから密度が上昇するのか，群集の密度が上昇するから移動速度が

低下するのか，両者の因果関係は不明であるが，これまで，図 6・4に示すように，現象面を

とらえて多くの「速度－密度式」が提案されてきている．

図 6・4に示される「速度－密度式」はすべて群集移動速度を群集密度で説明しようとする

ものであり，直線モデル，べき乗モデル，指数モデル，反比例モデルの 4つに分類できる．

後述の避難モデル等においては，図 6・4に示される「速度－密度式」のいずれを用いても
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表 6・4

正方

2）

3）

文献 5）を基に作成．

6）

文献 6）を基に作成

岡田等6）は，大阪のいくつかの繁華街での観測から（最大密度：1 .65人/m2），歩行方向は

4

8）．

9）

文献 6），7）を基に作成．

第 6章　火災時の避難行動・心理・人間生理

火災の際に問題となる人間行動の特徴は「パニック行動」とひとくくりにされることがし

ばしばある．しかし，これまで述べた火災に対する人間の対応行動のモデルに従うと，火

災時の人間行動には（a）無覚知行動，（b）心理パニック，（c）集合パニック，および（d）
状況の変化と人間行動とのタイミングのずれ，という異なるメカニズムを持つ 4種類の危険

性が潜んでいる．

前頁にあげた火災時の人間行動が持つ 4種類の危険性を低減していくことが火災防災であ

避難経路は，少なくとも避難中は危険要因から保護される必要があり，避難者の数や行動特

性に適応したものでなければならない．危険要因のうちで，煙と火熱はその性質上，出火空

間およびその周囲，上方の空間に危険を及ぼし，構造体の損傷・崩壊による落下物が出火階

より下の空間に危険を及ぼす．

暴

，火災の拡大に伴い危険状態が生じる．

発火源や着火源となりにくくすることと，可燃物等が容

易に着火しないような対策が必要である．さらに，出火室内の避難者にとっては，出火室内

の内装材料等が急激な燃焼拡大を起こす場合は，きわめて危険な状態となるので，内装材料

には防火性能を持つものを使用したり，急激な燃焼拡大を起こさないことが必要である．

表 6・2には，「避難行動」について 5つに分類したものを示し，近道やとっさの判断によ

ルな密度は，1 .5人/m2（自由歩行の限界）→約 4人/m2（渋滞の始まり）→約 6人/m2（群

っては，自主防災組織単位に，一時集合場所等から

なココナッツグローブ火災は，まさしく集合パニックの典型である．これまでの災害研究の

結果では，集合パニックが起きやすい行動として，（ 1）避難の際の行動，（ 2）銀行預金の

引出し，（ 3）物の買い占め，そして，（ 4）電話の異常輻輳の 4種類があることが指摘され
ている．その中でも，安否の確認や各種の連絡，お見舞い等の目的で災害発生直後に被災地

への通話が殺到し，電話がかかりにくくなる電話の異常輻輳現象は，大規模災害では高い頻

度で発生している．
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